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1443 14432030
交通規制（駐車禁止区
域の決定）権限を市へ
移譲

当該構想区域内における交通規制（駐車禁止区域の決定）
権限を市へ移譲

県の公安委員会が行う交通規制に関して、当該構想区域におけ
る駐車禁止区域の決定に関する権限を市へ移譲し、利用状況に
マッチした柔軟な対応を行う。また、警察、行政、地元関係者
で連絡会を設置し、違反者への指導も行い、交通秩序の維持・
向上及び利用者の安全確保に努める。

当該構想区域は、水産業者や観光客などの車両が入り乱れ、慢性的な駐
車場不足から観光客の駐車違反も目立つため、交通秩序の維持と安全の
確保が急務である。しかし、これ以上の駐車スペース確保が困難である
ことから、公共空間の有効的な利用が必要である。

静岡県 沼津市 沼津港交流拠点づくり構想

沼津港は、水産業や防災拠点のほか、新鮮で安
価な魚介類を求め全国から多くの観光客が訪れ
る観光の拠点でもあるが、駐車場の不足や施設
整備の遅れから利用者の需要に十分対応してい
ない。                                          そこで、施
設整備の早期実現のための補助事業対象者の
拡大と、駐車禁止区域の決定に関する権限を市
へ移譲し、公共空間を有効利用して駐車場不足
の解消および交通秩序の維持・向上と利用者の
安全確保を図り、防災・交通・観光などの複合的
な拠点施設とする。

1475 14752010 防災・危機管理に関する権限移譲

○「関西広域防災・危機管理機構(仮称）」があらゆる災害
に対応できるようにするため、災害対策基本法はじめ所要
の法令等を改正すること。

○非常時に権限の集中が行えるよう、防災、災害救助、伝
染病予防等に関する国および府県の権限を必要に応じて
「関西州（産業再生）特区」に移譲すること

○「関西州(産業再生)特区」において、大規模災害を未然に防
止し、発生する被害を最小化するため総合的な政策の企画立案
を行う。

○「特区」のもとに、関西のすべての防災・危機管理活動を統
率する組織として「関西広域防災・危機管理機構(仮称）」を設
置し、関係省庁ならびに府県との権限関係をあらかじめ調整し
ておくことによって、危機に対する地域の準備・対応能力を高
めるとともに、災害発生時に権限を集中することにより救助な
どの機動的な対応を行う。

　関西の活性化には産業再生が不可欠であり、そのためには住民や企業
がこの地域で安心して活動できるようあらゆる災害に対する安全が確保
されていることが重要である。
　しかし現状では、近い将来発生が予想される南海、東南海地震や直下
型地震への対応、さらにはテロ、新型伝染病などの危機管理も十分であ
るとは言いがたい。
　地震、大事故、テロ等により交通、通信、エネルギーなどの社会イン
フラが広域的に影響を受ける恐れが強いが、これらの事態に一体的・機
動的に対応できる体制もない。
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広域的な防災・危機管
理体制の構築

○関西において大規模災害を未然に防止し、発
生する被害を最小化するため総合的な政策の企
画立案を行う。
○地震、テロ、新型伝染病など関西のすべての
防災・危機管理活動を統率する組織として「関西
広域防災・危機管理機構（仮称）」を設置し、関係
省庁ならびに府県との権限関係をあらかじめ調
整しておくことによって、危機に対する地域の準
備・対応能力を高めるとともに、災害発生時に権
限を集中することにより救助などの機動的対応
を行う。
なお、本提案は「関西州（産業再生）特区構想」
における12の具体的事業構想の一つである。

1489 14892020 各種手続きの窓口一本化

　河川及びその周辺道路で水に親しむイベントやオープン
カフェ等を企画する場合、河川敷の使用許可、道路の使
用・占用許可や消防署・保健所等への各種手続きが必要と
なるが、総合窓口で一本化することにより手続きが簡略化
され、イベントの開催が短期で計画できる。

　水門川や自噴井広場等を見る・触れる・活用する機会や場所
を整備する。具体的には、定期的に水門川へ桟敷席を張り出
し、オープンカフェや水とふれあうコーナーなどとして活用す
る。その際、水門川の水量を調整し、舟下りもできる様にす
る。また、自噴井広場に接した駅通りの歩道上にも、オープン
カフェなどを設置する。

0岐阜県 大垣市
中心市街地における
水門川・湧水を活かし
たまちづくり構想

　「水と緑と情報～魅力あふれる生活文化都市」
をめざし、夢ある事業として、当市の地域財産で
ある湧水などの良好な水をとらえ、「水を活かし
たまちづくり」「水を活かした地域産業おこし」を推
進するため、まちづくり・観光・産業の観点から、
どのように水を保全、創出、利用あるいは活用し
ていくべきかを、市民、ボランティア団体、企業、
行政がともに考える機会や場所を提供する。具
体的には、定期的に水門川へ桟敷席を張り出
し、オープンカフェや水とふれあうコーナーなどと
して活用する。その際、水門川の水量を調整し、
舟下りもできる様にする。また、自噴井広場に接
した駅通りの歩道上にも、オープンカフェなどを
設置する。

1578 15782080 道路交通情報の相互利用の促進 道路に関する総合交通情報の相互利用を促進する。 総合交通情報の充実を図ることで、当該地域のイメージアップ
と観光客増加が期待できる。

昨年8月に本県が実施した「伊豆半島の関するアンケート調査」による
と、当該地域に対して交通の利便性の向上を求める声は非常に強い。そ
こで、様々な道路情報を相互利用することで、伊豆の総合交通情報の充
実を図る。
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伊豆地域交流拡大構
想

・伊豆地域は、従来、首都圏の大消費地を背景
に、日本有数の観光地を形成しているが、近年、
当地を訪れる観光交流客数は減少傾向にある。
また、本県への外国人観光客の訪問数は20万
人（2002年度：JNTO調査）に過ぎないという現状
である。
・そこで、今回、伊豆地域の①｢国際観光交流の
促進（新規顧客（外国人観光客）の開拓）｣、と②
魅力の創造を図り、「交流の拡大」に向けた取り
組みを推進することにより、地域経済の活性化と
雇用の創出を図る伊豆地域交流拡大構想を提
案する。
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